
第１４回法曹養成制度改革連絡協議会配付資料（資料３－３）正誤表 

 

正 誤 

 

法科大学院修了認定状況の推移（平成１７年度～令和元年度） 

１．平成１７～令和元年度修了者数比較 

令和２年３月３１日現在  

区 分 

 標準修業年限を 

超えて修了した者 
(原級留置･休学等) 

合計 標準修業年限 
修了者 

うち法学未修者 

(３年コース) 

うち法学既修者 

(２年コース) 

平成17年度

～  

平成30年度 

国 立 

[略] 

公 立 

私 立 

合 計 

令和元年度 

国 立 
597 

(71.0%) 

151 

(55.9%) 

446 

(78.1%) 
61 658 

公 立 
32 

(69.6%) 

7 

(46.7%) 

25 

(80.6%) 
8 40 

私 立 
488 

(61.6%) 

124 

(44.0%) 

364 

(71.4%) 
121 609 

合 計 
1,117 

(66.5%) 

282 

(49.7%) 

835 

(75.1%) 
190 1,307 

※( )内は既修、未修ごとの入学者のうち修了者の割合 

 

 

法科大学院修了認定状況の推移（平成１７年度～令和元年度） 

１．平成１７～令和元年度修了者数比較 

令和２年３月３１日現在  

区 分 

 標準修業年限を 

超えて修了した者 
(原級留置･休学等) 

合計 標準修業年限 
修了者 

うち法学未修者 

(３年コース) 

うち法学既修者 

(２年コース) 

平成17年度

～  

平成30年度 

国 立 

[略] 

公 立 

私 立 

合 計 

令和元年度 

国 立 
590 

(70.2%) 

146 

(54.1%) 

444 

(77.8%) 
58 648 

公 立 
32 

(69.6%) 

7 

(46.7%) 

25 

(80.6%) 
8 40 

私 立 
461 

(58.2%) 

103 

(36.5%) 

358 

(70.2%) 
95 556 

合 計 
1,083 

(67.0%) 

256 

(50.4%) 

827 

(75.6%) 
161 1,244 

※( )内は既修、未修ごとの入学者のうち修了者の割合 

 



正 誤 

２．標準修業年限で修了しなかった者の事由 

令和２年３月３１日現在  

区 分 

 
その他 

(原級留置 

･休学等) 
合 計 退 学 うち司法試験 

合格者 
うち左記以外 

平成17年度 

～  

平成 30年度 

国 立 

[略] 

公 立 

私 立 

合 計 

令和元年度 

国 立 
131 

(52.4%) 

54 

(21.6%) 

77 

(30.8%) 

119 

(47.6%) 

250 

(100%) 

公 立 
5 

(38.5%) 

0 

(0.0%) 

5 

(38.5%) 

8 

(61.5%) 

13 

(100%) 

私 立 
157 

(52.9%) 

17 

(5.7%) 

140 

(47.1%) 

140 

(47.1%) 

297 

(100%) 

合 計 
293 

(52.3%) 

71 

(12.7%) 

222 

(39.6%) 

267 

(47.7%) 

560 

(100%) 

※ ( )内は、各設置者別の合計に対する割合  

※ 「うち司法試験合格者」は、平成 24 年度までは旧司法試験合格者、平成 25

年度以降は（新）司法試験合格者について集計 

 

２．標準修業年限で修了しなかった者の事由 

令和元年３月３１日現在  

区 分 

 
その他 

(原級留置 

･休学等) 
合 計 退 学 うち司法試験 

合格者 
うち左記以外 

平成17年度 

～  

平成 30年度 

国 立 

[略] 

公 立 

私 立 

合 計 

令和元年度 

国 立 
129 

(52.4%) 

54 

(22.0%) 

75 

(30.5%) 

117 

(47.6%) 

246 

(100%) 

公 立 
5 

(38.5%) 

0 

(0.0%) 

5 

(38.5%) 

8 

(61.5%) 

13 

(100%) 

私 立 
138 

(53.5%) 

14 

(5.4%) 

124 

(48.1%) 

120 

(46.5%) 

258 

(100%) 

合 計 
272 

(52.6%) 

68 

(13.2%) 

204 

(39.5%) 

245 

(47.4%) 

517 

(100%) 

※ ( )内は、各設置者別の合計に対する割合  

※ 「うち司法試験合格者」は、平成 24 年度までは旧司法試験合格者、平成 25

年度以降は（新）司法試験合格者について集計 

 

 


